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株式会社建設技術研究所 

第 60 期（2022 年）第２四半期決算説明会 質疑応答集 

 

説明会開催日時：2022 年 8 月 26 日（金）10:00～11:00 

説明者： 

代表取締役社長 中村哲己 

取締役常務執行役員 管理本部長 鈴木直人 

 

・国土交通省が導入している「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置」

について、賃上げ実施を表明したことによる加点の効果をどのように評価しているか教えてほしい。

 

 大多数の同業他社が、当社同様に賃上げを表明しており、いずれの会社も加点措置を受けている

ため、現時点ではこれまでの競争環境に変化はない。 

 当社としては、「成長と分配」という国の政策に従って賃上げを実施している。賃上げによって経

済流動性が高まり、新たな事業やインフラの創出が期待できるため、業界全体として重要な取り組

みとしてとらえている。 

 

・期末へ向けて、事業を拡大していくための具体的な施策を教えてほしい。 

 

 当社では、国土交通省発注業務が受注の中心となっているが、業容拡大のために、地方自治体や

民間からの発注業務もターゲットとする取り組みを行いたい。当面の対応として、PPP 事業やエネ

ルギー分野をターゲットに、新分野・新事業への展開を加速化していきたい。 

 

・期末へ向けて、売上原価率の見通しを教えてほしい。 

 

 新卒・中途の積極的な採用による人件費増や、当年 7 月に実施した賃上げが、下期以降の人件費

に影響してくると予想しているが、売上原価率への影響は大きくないと見込んでいる。 

また、テレワークや WEB 会議の定着により生産性向上の効果はみられるが、業務自動化など DX

推進による更なる生産性向上は今後に期待したい。 

 

以 上 


